
障
害
者
雇
用
数
の
水
増
し
発
覚
を

契
機
に
行
わ
れ
た
法
改
正

　
障
害
者
の
雇
用
は
、

自
立
・
社
会
参
加
の
た

め
の
重
要
な
柱
で
あ
り
、

適
性
に
応
じ
て
働
く
こ

と
が
で
き
る
社
会
を
目

指
す
た
め
、
事
業
主
に

は
従
業
員
の
一
定
割
合

（
法
定
雇
用
率
）
以
上
の

障
害
者
の
雇
用
が
義
務

づ
け
ら
れ
て
い
る
（
現

行
：
民
間
企
業
２
・
２
％
、

国
・
地
方
自
治
体
２
・

５
％
、
都
道
府
県
等
の

教
育
委
員
会
２
・
４
％
／

２
０
２
１
年
3
月
1
日

～
0
・
1
％
引
き
上
げ
）。

　
し
か
し
、
２
０
１
８

年
8
月
に
、
27
の
中
央

省
庁
で
障
害
者
雇
用
数

が
水
増
し
さ
れ
て
い
た

こ
と
が
報
じ
ら
れ
（
図

１
参
照
）、
同
年
9
月
に

は
厚
生
労
働
省
に
「
国

の
行
政
機
関
に
お
け
る

障
害
者
雇
用
に
係
る
事

案
に
関
す
る
検
証
委
員

会
」
が
設
置
さ
れ
た
。

同
年
10
月
に
公
表
さ
れ

た
報
告
書
で
は
、
国
に

　2019年6月に成立した「障害者の雇用の促進に関する法律の一部を改正する
法律」では、国・地方公共団体には障害者の任免状況を明らかにすること（同年6
月から施行）、免職する際の公共職業安定所への届出等を義務化（同年9月から施行）、
民間事業主向けには、一定の要件を満たした短時間労働者として雇用する際の特例
給付金の支給制度を創設（2020年４月施行／申請は2021年度～）、優良な取
り組みを行う中小企業には認定マーク（「もにす」マーク）を交付する等の内容とな
っています。これらの施策の内容と、障害者雇用分科会での議論をみていきます。

つ
い
て
は
①
民
間
事
業
主
に
対
す
る
指
導
に
重
点
が

置
か
れ
、
国
の
行
政
機
関
に
お
け
る
障
害
者
雇
用
の

実
態
に
対
す
る
関
心
が
低
か
っ
た
こ
と
、
②
制
度
改

正
等
を
踏
ま
え
た
障
害
者
の
範
囲
や
確
認
方
法
等
に

図1・2…�厚生労働省ホームページ　障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案概要より（編集部で一部修正）

障害者雇用の促進と
今後の就労支援
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特集特集

《施策の基本理念》社会連帯の理念に基づく事業主の共同の責務として、障害者雇用を促進

国・地方公共団体
障害者の任免状況について、再点検結果を公表（H30.8） 企業努力の積み重ねにより、障害者雇用は着実に進展

多くの機関において、対象障害者の不適切な計上があり、法
定雇用率を達成していない状態であることが明らかになった

［再点検前 ⇒ 再点検後］

関係閣僚会議で「基本方針」を決定し、取組を開始（H30.10）

対象障害者の不適切計上の
再発防止

精神障害者や重度障害者を
含めた、

障害者雇用の計画的な推進
短時間であれば就労可能な
障害者等の雇用機会の確保

中小企業における
障害者雇用の促進

①チェック機能の強化
②法定雇用率の速やかな達成に向けた計画的な取組
③国・地方公共団体における障害者の活躍の場の拡大
④公務員の任用面での対応等

▶報告徴収の規定の新設
▶書類保存の義務化
▶対象障害者の確認方法の
　明確化
⇒適正実施勧告の規定の新設

▶国等が率先して障害者を雇用
する責務の明確化

▶「障害者活躍推進計画」の作成
・公表の義務化

▶障害者雇用推進者・障害者職
業生活相談員の選任の義務化

▶週20時間未満の障害者を雇
用する事業主に対する特例給
付金の新設

▶中小事業主（300人以下）の認
定制度の新設

※同方針において、引き続き、法的整備を視野に入れた検討を行う旨を表明

※法定雇用率　2.3％　（H30.4～　2.5％）
（ただし、都道府県等の教育委員会は2.2％（H30.4～2.4％）

（H29.6.1時点）

国

地方公共団体

実雇用率

2.50% ⇒ 1.17%

2.40% ⇒ 2.16%

不足数

    2.0人 ⇒ 3,814.5人

677.0人 ⇒ 4,734.0人

民間

▶雇用者数は、15年連続で過去最高を更新
　（H20 ： 32.6万人 ⇒ H30 ： 53.5万人）   
▶ハローワークにおける障害者の年間就職件数は、9年連続で増加
　（H19 ： 45,565件 ⇒ H29 ： 97,814件）

精神障害者や中小事業主における障害者雇用に課題
▶精神障害者の年間就職件数は増加しているが、雇用者数がまだ少ない
　ハローワークにおける精神障害者の就職 4万5千件（障害者全体の半分）※H29
　　⇔雇用者数（精神障害者） 6.7万人（障害者全体の1割）※H30

▶精神障害者は、短時間労働者の割合が多い（3割）
　　⇔身体障害者 1割、知的障害者 2割 ※H30

▶中小企業における障害者雇用が進んでいない
　実雇用率 ： 全体 2.05%
　　⇔100人以上300人未満　1.91 %、45.5人以上100人未満　1.68% ※H30

経
緯

課
題

対
策（
改
正
法
概
要
）

障害者雇用をめぐる経緯・課題と対応（改正法の概要）図１
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に
は
、
①
国
等
が
率
先
し
て
雇
用
す
る
責
務
を
法
律

上
明
確
化
、
②
障
害
者
活
躍
推
進
計
画
の
作
成
・
公

表
の
義
務
づ
け
、
③
障
害
者
雇
用
推
進
者
、
障
害
者

職
業
生
活
相
談
員
の
選
任
義
務
づ
け
、
④
障
害
者
任

免
状
況
の
公
表
義
務
づ
け
、
⑤
障
害
者
を
免
職
す
る

場
合
の
公
共
職
業
安
定
所
へ
の
届
出
の
義
務
化
を
、

民
間
事
業
主
に
は
①
週
20
時
間
未
満
の
雇
用
障
害
者

数
に
応
じ
た
特
例
給
付
金
の
創
設
、
②
優
良
な
事
業

主
の
認
定
制
度
の
創
設
を
規
定
し
て
い
る
。
ま
た
、

障
害
者
の
雇
用
状
況
に
つ
い
て
的
確
な
把
握
等
に
関

す
る
措
置
と
し
て
報
告
徴
収
の
規
定
の
新
設
、
書
類

保
存
の
義
務
化
、
対
象
障
害
者
の
確
認
方
法
の
明
確

化
も
行
わ
れ
た
（
図
２
）。

　
さ
ら
に
、
同
改
正
に
よ
り
、
障
害
者
の
雇
用
状
況

は
、「
国
の
機
関
に
お
け
る
障
害
者
任
免
状
況
」
と

「（
民
間
企
業
や
公
的
機
関
な
ど
に
お
け
る
）
障
害
者

雇
用
状
況
」
に
わ
け
て
公
表
（
年
１
回
）
さ
れ
る
よ

う
に
な
っ
た
。

　
国
の
機
関
に
お
け
る
障
害
者
任
免
状
況
（
令
和
２

（
２
０
２
０
）
年
・
速
報
値
）
を
み
る
と
、
在
職
し

て
い
る
障
害
者
の
数
は
９
３
３
６
・
０
人
で
、
前
年

よ
り
１
７
５
９
・
０
人
増
加
（
前
年
比
23
・
2
％
）

し
て
お
り
、
実
雇
用
率
は
2
・
83
％
と
、
前
年
比
で

0
・
52
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
て
い
る
。
国
の
機
関
45
機

関
中
44
機
関
で
法
定
雇
用
率
を
達
成
し
て
い
る
。

　
障
害
者
雇
用
状
況
（
令
和
元
（
２
０
１
９
）
年
）

を
み
る
と
、
民
間
企
業
（
法
定
雇
用
率
２
・
２
％
）

の
雇
用
障
害
者
数
は
56
万
６
０
８
・
５
人
、
前
年
比

４
・
８
％
（
２
万
５
８
３
９
・
０
人
）
の
増
加
と
な
り
、

実
雇
用
率
2
・
11
％
（
前
年
比
0
・
06
ポ
イ
ン
ト
上

昇
）
と
、
雇
用
障
害
者
数
、
実
雇
用
率
と
も
に
過
去

最
高
を
更
新
し
て
い
る
。
法
定
雇
用
率
達
成
企
業
の

割
合
は
48
・
0
％
（
前
年
比
2
・
1
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）

つ
い
て
の
対
応

の
不
手
際
、が
、

各
行
政
機
関
に

つ
い
て
は
①
対

象
障
害
者
の
計

上
方
法
に
つ
い

て
の
正
し
い
理

解
の
欠
如
、
②

対
象
障
害
者
の

杜
撰
な
計
上
、

③
障
害
者
雇
用

促
進
法
の
理
念

に
対
す
る
意
識

の
低
さ
、
が
不

適
正
計
上
の
要

因
と
し
て
指
摘

さ
れ
た
。

　
こ
れ
を
受

け
、
２
０
１
９

年
３
月
に
「
障

害
者
の
雇
用
の

促
進
に
関
す
る

法
律
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律

案
」
が
国
会
に

提
出
さ
れ
、
同

年
6
月
に
成

立
。
こ
れ
に
よ

り
、
障
害
者
の

活
躍
の
場
の
拡

大
に
関
す
る
措

置
と
し
て
、国
・

地
方
公
共
団
体
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1．障害者の活躍の場の拡大に関する措置

２．国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関する措置

⑴①国及び地方公共団体の責務

⑴②障害者活躍推進計画の作成・公表

⑴③障害者雇用推進者の選任

⑴③障害者職業生活相談員の選任

⑴④障害者任免状況の自ら公表

⑴⑤解雇の届出

⑵①週20時間未満の特例給付金
　

⑵②中小事業主の認定制度

⑴厚生労働大臣による報告徴収

⑵対象障害者の確認書類の保存

⑶対象障害者の確認方法

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー
　

ー

ー

ー

ー

国・地方公共団体への適用
改正前 改正後 改正前 改正後

民間事業主への適用

国等が率先して雇用する責務を法
律上明確化★

障害者活躍推進計画の作成・公表
を義務づけ★

すべての国および地方公共団体に
選任を義務づけ

障害者を免職する場合は公共業安
定所へ届出を義務づけ★

ー
（障害者の特性に応じた雇用推進）

ー

一定数以上の障害者を雇用する事
業所に選任を義務づけ

一定規模以上の企業に選任
の努力義務あり

障害者を解雇する場合は公共
職業安定所へ届出義務あり

週20時間未満の雇用障害者
の数に応じて、障害者雇用納
付金を財源とする特例給付金
を支給する仕組みを創設

障害者雇用に関する優良な事
業主の認定制度を創設ー

ー

ー

ー

ー

一定数以上の障害者を雇用す
る事業所に選任義務あり

（引き続き努力義務）

（引き続き義務）

（引き続き規定）

義務規定を新設

規定を新設

ー

ー

ー

（引き続き義務）

任免状況の自ら公表を義務化

規定を新設
適正実施勧告も規定★

厚生労働大臣による報告徴収が
できる規定を新設

義務規定を新設

ー

厚生労働大臣による報告徴
収等の規定あり

（省令に義務規定あり）

　　　　は、民間事業主よりも強い規定。 　　　　　は、民間事業主に並ぶ規定。
★は、「公務部門における障害者雇用に関する基本方針」（平成30年10月23日公務部門における障害者雇用に関する関係閣僚会議決定）の内容に上乗せする規定。

国及び地方公共団体と民間事業主との法改正事項に係る適用状況の比較図２
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